【様式１－１】　新規登録の場合　
	
収入印紙


（９０，０００円）
	登録調査機関登録申請書


	登録の種類
	新規　
	※登録年月日
	　　　　年　　月　　日

	特　許　庁　長　官　　殿

　「工業所有権に関する手続等の特例に関する法律」第３６条第２項の規定に従い登録を申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
（フリガナ）
氏名又は名称
	

	
住　　　所

連絡先
	郵便番号（　　　－　　　　）


ＴＥＬ：

	
法人である場合の
（フリガナ）
代表者の氏名
	




	
調査業務を行おうとする事務所（事業所）の名称及び所在地、連絡先

	名称：

郵便番号（　　　－　　　　）


ＴＥＬ：

	
行おうとする調査業務の区分の名称


	

	調査業務を開始しようとする年月日
	　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　


備考
　１．※印のある欄には記入しないこと。
２．区分１～４０は同一の申請書で複数区分の申請が可能。

【様式１－２】登録の更新の場合　　

	登録調査機関登録申請書


	登録の種類
	更新
	登録年月日
	　　　　年　　月　　日

	特　許　庁　長　官　　殿

　「工業所有権に関する手続等の特例に関する法律」第３９条において読み替えて準用する同法第１９条の２第２項において準用する同法第３６条第２項の規定に従い登録を申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
（フリガナ）
氏名又は名称
	

	
住　　　所

連絡先
	郵便番号（　　　－　　　　）


ＴＥＬ：

	
法人である場合の
（フリガナ）
代表者の氏名
	




	
調査業務を行おうとする事務所（事業所）の名称及び所在地、連絡先

	名称：

郵便番号（　　　－　　　　）


ＴＥＬ：

	
行おうとする調査業務の区分の名称


	


備考
　１．区分１～４０は同一の申請書で複数区分の申請が可能。
【様式２】

　
略　　歴　　書

（フリガナ）
氏　　　名


生年月日　　昭和○年○月○日　生


現 住 所　　○○県○○市○○１２－３４


主要学歴　　昭和○年○月　○○大学○○学部○○学科卒業
　　　　　　　　昭和○年○月　○○大学大学院○○研究科○○コース修士課程修了

主要経歴　　昭和○年○月　○○株式会社入社
　　　　　　　　昭和○年○月　○○株式会社○○部○○課長

　　　　　　　　・　・　・　・　・　・　・　・
　　　　　　　　
　　　　　　　　平成○年○月　○○株式会社○○部長
　　　　　　　　令和○年○月　○○調査株式会社に入社（出向）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

賞　　罰　　なし
【様式３】


誓　　約　　書



　「工業所有権に関する手続等の特例に関する法律」第３９条において準用する同法第１８条各号のいずれにも該当していないことを誓約します。



令和　　年　　月　　日




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【様式４】

誓　　約　　書



　「工業所有権に関する手続等の特例に関する法律」第３７条第１項各号の規定にすべて適合することを誓約します。



令和　　年　　月　　日



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


【様式５】



登　　録　　証
　　第　　号
登　 録　 日　　
調査業務区分　　
氏名又は名称　　
　　　　　　　　
代　 表 　者　　
事業所の名称
　　　　　　　　
　　
調査機関登録簿に登録されたことを証する。

令和 　 年 　 月　　日





特許庁長官　名　印


【様式６】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
特許庁長官　殿
登録調査機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
登録調査機関代表者　　　　　　　　　　　　　

業務規程認可申請書

工業所有権に関する手続き等の特例に関する法律第３９条において準用する同法第２２条の規定に従い、下記書類を添えて、業務規程の認可を申請します。

記

1． 業務規程

【様式７】
令和　　年　　月　　日
特許庁長官　殿
登録調査機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
登録調査機関代表者　　　　　　　　　　　　　

変更届出書

　下記のとおり、登録調査機関の名称、調査業務を行う事務所の所在地について変更するので、工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第３９条において準用する同法第２１条の規定に従い届け出ます。

記

１．変更後の名称又は調査業務を行う事務所の所在地


２．変更しようとする年月日


３．変更の理由

【様式８】
令和　　年　　月　　日
特許庁長官　殿
登録調査機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
登録調査機関代表者　　　　　　　　　　　　　

業務規程変更申請書

　工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第３９条において準用する同法第２２条に規定する業務規程の変更について認可を受けることを申請します。
　なお、業務規程の変更個所について、変更前と変更後の内容を本届出書に添付いたします。

1． 変更しようとする事項


2． 変更しようとする年月日


３．　変更の理由

【様式９】
令和　　年　　月　　日
特許庁長官　殿
登録調査機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
登録調査機関代表者　　　　　　　　　　　　　

業務の休廃止申請書

　工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第３９条において準用する同法第２３条に規定する調査業務の全部又は一部を休止し、又は廃止することについての許可を受けることを申請します。
記

1． 休止し、又は廃止しようとする調査業務の区分


2． 休止し、又は廃止しようとする年月日


3． 休止しようとする場合にあっては、その期間


４．休止又は廃止の理由

【様式１０】
令和　　年　　月　　日

特許庁長官　殿
登録調査機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
登録調査機関代表者　　　　　　　　　　　　　
届　　出　　書
　工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第３９条において準用する同法第２５条の規定に従い下記のとおり、役員の選任又は解任について届け出ます。
　　
記

	選任
解任
	年月日
	
役員

	氏名
	理　　由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





【備考】届出書の提出の際は下記書類を添付する。
役員選任：氏名及び略歴を記載した書類【様式２】

【様式１１】
令和　　年　　月　　日

特許庁長官　殿
登録調査機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
登録調査機関代表者　　　　　　　　　　　　　
届　　出　　書
　工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第３９条において準用する同法第２５条の規定に従い下記のとおり、調査業務実施者の選任又は解任について届け出ます。
　　
記

	選任
解任
	年月日
	
調査業務実施者
	区分
	氏名
	理　　由

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




【備考１】区分欄は、調査業務実施者が行う調査業務の区分を全て記載する。
【備考２】届出書の提出の際は下記書類を添付する。
調査業務実施者選任：①氏名、学歴及び略歴を記載した書類【様式２】　②（独）工業所有権情報・研修館の研修修了証明書　③卒業証明書　④工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第３７条第１項第１号に規定する経験を有することを示す証明書（在職証明書等）

